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■経済のグローバル化により、企業は、開発・製造拠点の立地を、国や地域の労働・資本・資源の賦存状況、
各種社会インフラの整備水準や消費市場への近接性等に応じて戦略的に選択。

製造拠点のグローバル化
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自動車製造業Ａ社

の主な製造拠点

電気機器製造業Ｂ社
の主な製造拠点

（出典）各企業のＨＰ等より国土交通省政策統括官付作成

注：日本国内製造拠点は県単位で集約したため、同一県内に複数の製造拠点がある場合でも印は一つとした
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■ 中国に進出している企業（上場会社）で販売収入が上位５００社のうち、日本企業は９６社。

■ そのうち、華東（上海市、江蘇省等）と華南（広東省、福建省）で６９社（７割超）を占める。

華南 ３３社（３兆０，１９２億円）
広東省広東省 ３２社３２社 ２兆９，６８０億円２兆９，６８０億円
・ ホンダ（自動車）
・ 東芝キャリア（エアコン）
・ キヤノン（ＦＡＸ・プリンター）
・ ＧＳユアサ（自動車電池）
・ エプソン（プリンター）
福建省福建省 １社１社 ５１２億円５１２億円
・ ＴＤＫ（セラミック） 等

華東 ３６社（２兆４，９６０億円）
上海市上海市 ２１社２１社 １兆１，５２０億円１兆１，５２０億円
・ ソニー（ビデオ・テレビ）
・ 新日鐵（自動車部品）
・ 松下電器（ＦＡ機器）
・ 三菱電機（エレベーター）
・ パイオニア（ＤＶＤ装置）
江蘇省江蘇省 １１社１１社 ９，８０８億円９，８０８億円
・ シャープ（液晶）
・ セイコーエプソン（液晶）
・ ソニー（電池・プロジェクター）
浙江省浙江省 ３社３社 ３，２４８億円３，２４８億円
・ 東芝（パソコン）
・ 日新製鋼（鉄鋼） 等
山東省山東省 １社１社 ３８４億円３８４億円
・ 小松製作所（油圧ショベル） 等

その他その他 ２７社２７社
・ 日産（自動車、湖北省等）
・ トヨタ（自動車、北京市等）
・ ソニーエリクソン
（携帯電話、北京市） 等

こうそ

最終製品
を輸出

主要部材
を輸入

日本と中国との水平分業の進展
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※左図中の金額は２００５年販売実績に基づく。１元＝１６円で換算。
※ ２１世紀中国総研『中国進出企業一覧上場会社篇【２００７－２００８年版】』より

国土交通省 政策統括官付作成
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ＳＣＭ（サプライ・チェーン・マネージメント）
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ＳＣＭ（サプライ・チェーン・マネージメント）とは、企業内、企業間ならびに国際間の枠を超えた調達、生産、物流、販売、決済
の情報共有により、物流を総合的に管理し最適化を図ることであり、以下のようなメリットがある。

ＳＣＭイメージ図

市場や顧客のニーズに迅速に対応できる

原材料などの調達量の適正化

在庫の適正化

物流量の適正化

在庫管理、生産
実行、輸送実行、
倉庫管理等に
関する情報

需要供給計画、
生産計画、
輸送計画等に
関する情報

（出典）ＳＣＭイメージ図は、ＪＩＬＳ「SCMソリューションフェア2009開催概要」に一部加筆

ＳＣＭ基本概念

サプライヤ

資材倉庫

工場

販売・流通

顧客

調達

生産

販売実需情報

在庫情報

生産情報

ムダな生産がなくなり、生産効率が向上

製品コストが低減し収益向上

【全 体 最 適】
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半導体

基板 各種部品

設
計
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立

半導体

基板 各種部品

設
計

組
立

［フラグメンテーション前］

［フラグメンテーション後］

S1

S2 S3
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S5

A国

B国

C国

Si

サービスリンクコ
スト（「ものの移
動」と「情報伝
達」のために発
生するコスト）

凡例

フラグメンテーションとサービスリンクコスト
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日本の輸出入相手国上位10ヶ国の推移

我が国の輸出入相手国順位を見ると、輸入では2002年以降は中国が1位となっている。また、サウジアラビ
ア、アラブ首長国の台頭が著しい。輸出では、中国が伸びてきているが、近年大きな順位の入れ替わりはな
い。
⇒ 輸入では近年、中東地域の伸びが著しい
⇒ 輸出では、1位は米国ではあるが、アジア地域との繋がりが大きい
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輸入 輸出

（出典）財務省「貿易統計」から作成

注１：順位は金額ベース

注２：凡例の順序は2007年の順位に基づく

順位 順位
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世界各国の港湾におけるコンテナ貨物量の推移
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全世界のコンテナ取扱貨物量は、1996年に比べ2006年では2.9倍に増加している。
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各年のContainerisation International Yearbook(The National Magazine Co.Ltd)をもとに作成

アジア 日本 北米

欧州 その他

アジアの港湾
１億８，８１５万ＴＥＵ

アジアの港湾
５，３２９万ＴＥＵ

8,560 9,310
10,291

11,321
12,496

13,724
15,075

16,864
17,849

20,321

23,169
24,381

27,655

30,425

35,106

38,262

TEU(twenty-foot equivalent unit)：国際標準規格（ＩＳＯ規
格）の20フィート・コンテナを１とし、40フィート・コンテナを２
として計算する単位

※アジアは日本を含まない

港湾におけるコンテナ取扱貨物量の推移
１９９６年 ２００６年

全世界

日本

アジア

１億５，０７５万ＴＥＵ ４億２，９８０万ＴＥＵ

１，１０３万ＴＥＵ １，８２７万ＴＥＵ

５，３２９万ＴＥＵ １億８，８１５万ＴＥＵ

２．９倍

１．７倍

３．５倍※

○アジア：韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア
○北米：アメリカ、カナダ
○欧州：イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、アイルランド、スウェーデン、フィンランド、デンマーク
○その他：日本と上記以外

42,980
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アジア諸港の欧米基幹航路寄港便数の比較
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アジア主要港に寄港する基幹航路の便数は増加または横這いであるが、我が国に寄港する基幹航路の便
数は減少している。なお、中国北米間航路の最短経路は日本海・津軽海峡を通過。
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寄港数／週

アジア主要港に寄港す
る基幹航路の便数は増
加または横這い

我が国に寄港する基幹
航路の便数は減少

ここでの「基幹航路」は、北米
航路、欧州航路を指す。

資料：国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局作成

１９９５の値は前年（１９９４年）の１１月現在の値 その他の値も同様に前年１１月の値
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アントワープ港（デュールガンクドックターミナル）
・ バース延長 ５，２２０ｍ
・ ターミナル面積 ３２６ｈａ
・ ガントリークレーン ４１基（１８列以上対応）
・ 自動化は計画中

ロッテルダム港（ＥＣＴデルタターミナル）
・ バース延長 ３，６００ｍ
・ ターミナル面積 ２３６ｈａ
・ ガントリークレーン ２８基（１８列以上対応）
・ 自動化済

シンガポール港（ﾊﾟｼｰﾙﾊﾟﾝｼﾞｬﾝﾀｰﾐﾅﾙ）
・ バース延長 ４，６３０ｍ
・ ターミナル面積 １７７ｈａ
・ ガントリークレーン ４９基（１８列以上対応）
・ 自動化済

香港（ＨＩＴ）
・ バース延長 ３，９９２ｍ
・ ターミナル面積 １１１ｈａ
・ ガントリークレーン ４３基（１８列以上対応）
・ 非自動化

横浜港（南本牧ふ頭）
・ バース延長 ７００ｍ
・ ターミナル面積 ３５ｈａ
・ ガントリークレーン ５基（２２列以上対応）
・ 非自動化

※ 単一オペレーターの運営による区画を同一縮尺で比較 ： 0 500 1,000m

世界の港湾の比較

名古屋港（飛島ふ頭南）
・ バース延長 ４００ｍ
・ ターミナル面積 ２３ｈａ
・ ガントリークレーン ３基
・ 自動化は実験中

１３
整備中 供用中 計画
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4,443

2,560
3,048
3,460

J・F・K

3,901
3,658

ヒースロー

3,453
3,500

スキポール

4,594

4,200

ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ

468

5,189

5,657

4,000

フランクフルト

677

4,570

5,247

4,599

3,400
3,300

2,014

5

4,000
4,000

2,700
4,215

2,700

成 田

4,000

2,180  
(2,500)

羽 田

3,000

2,500

3,000

2,500

関 空 1,609

3,500
4,000

浦 東

4,000
3,800

ﾁｪｯｸﾗｯﾌﾟｺｯｸ

3,800

チャンギ

3,337

3,337

4,000

4,000

4,327

4,327

3,400

3,800

旅客数
（万人）

国際線

国内線

滑走路（m）
計画中

供 用

空港名

出典：滑走路は「エアポートハンドブック２００７」等

旅客数、貨物量はＡＣＩデータ２００６（1～12月）他

6,135

599

6,734

126

126

153

153

200

203

3

183

188

5

191

191

358

358

30

183

212

4

77

81

112

3,386

1

224

224

70

70

2,378

1,998

4,376

35

120

155

貨物量
（万ｔ）

国際線

国内線

（2010年10月末供用予定）

（供用予定時期）

スワンナ
プーム

4,000

3,700 1,142

4,101

6

117
2,959

111

1,053

1,607

2,660

540
1,069

中 部

3,500
4
25

655
483

1,138
29

仁 川
2,819

3,750

4,000
3,750

231

231

（2008年供用予定）

53

2,766

（2008年供用予定）

3,800

1
（2010年3月供用予定）

6,425

6,579

154

1

世界の空港の比較
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大阪都市再生
環状道路

大阪湾環状道路

関西大環状道路

関西中央環状道路

名古屋環状２号線

東海環状自動車道

中部圏 近畿圏

人 口：2,857万人
人口密度：4,459人／km2

43%整備率

223km供用延長

521km計画延長

人 口：723万人
人口密度：1,745人／km2

60%整備率

159km供用延長

267km計画延長

人 口：1,390万人
人口密度：3,224人／km2

61%整備率

259km供用延長

425km計画延長

首都圏

0 10 20 30km
0 10 20 30km

道路ネットワークの構築

■都市圏における環状道路の迅速かつ円滑な物流の実現のためには、幹線道路ネットワークの整備が不
可欠。整備状況は海外と比較して進んでいない。

人口：861万人
人口密度：4,482人/km2

84%整備率

262km供用延長

313km計画延長

（出典）イル・ド・フランス地方圏議会道路局へのヒ
アリング

【2007年12月現在】 整備率

km供用延長

km計画延長

１００％整備率

１８８ km供用延長

１８８ km計画延長

（出典）The M25 ORBITAL MOTORWAY
(Department of Transport)

人口：1,538万人
人口密度：915人/km2

92%整備率

398km供用延長

433km計画延長

【2008年7月現在】

【2008年4月現在】
（出典）国土交通省

【2007年現在】

（出典）北京市路政局へヒアリング、北京市路政局資料（2004）、「北
京市五環路工程建設状況介紹」（北京市首都公路友展有限責
任公司）、京華時報

パリ ロンドン 北京

【2008年4月現在】
（出典）国土交通省 【2008年4月現在】

（出典）国土交通省
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トラックを利用した出荷件数とロットの推移

Copyright (C) 2008 Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism, JAPAN All Rights Reserved.

出典：国土交通省「全国貨物純流動調査」

注１：数値は調査対象期間（３日間）の値。

自家用トラック、営業用トラックを利用した出荷件数はともに増加し続けている一方、出荷１件あたりの重量
であるロットは減少し続けている。

⇒ 少量多頻度輸送の著しい進展
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日本の人口推移と将来人口推計

日本の総人口は2006年に1億2,774万人でピークに。その後は出生数の減少を反映して年少人口及び生
産年齢人口が減少し、老年人口が著しく増加。

⇒ 急速に少子高齢化社会が進行

（出典）内閣府「経済財政白書」（平成19年版）
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労働力人口の見通し

女性や若者、高齢者らへの就業支援が進んだ場合、2030年の労働力人口は2006年と比べ、約480万人減
少し、6,180万人に落ち込むと予測されている 。
⇒ 就業支援策が実施されない場合、2006年に比べ2030年の減少幅は約1,070万人に

労働力人口の見通し

（出典）厚生労働省「雇用政策研究会報告書（2007.11）」
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世界規模での気候変動

世界の年平均地上気温は、長期的には100年あたり0.78℃の割合で上昇しており、日本は、100年あたり
1.10℃の割合で上昇。特に1990年代以降、高温となる年が頻出している。
⇒ 日本は世界平均よりも温暖化傾向となっている
⇒ 地球温暖化によって世界規模での気候変動が起きている

（出典）
NOAA , 
U.S. 
Department 
of 
Commerce

ハリケーン「カトリーナ」（2005年）

（出典）気象庁ホームページ

世界・日本の気温の長期変化

（出典）国土交通省「近年の豪雨災害の発生状況について（H20.2）」

ツバル浸水被害

1200人以上が死亡

海面上昇による浸水地域の拡大
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■ 日本のＣＯ２排出量のうち、運輸部門からの排出量は約１９％。

■ 自動車全体では運輸部門の８７．３％（日本全体の１６．７％）、貨物自動車に限ると運輸部門の３５．５％
（日本全体の６．８％）を排出。

産業部門
（工場等）

４億７，６０１万㌧
《３６．５％》

業務その他部門
（商業、サービス、

事務所等）

２億３，２８１万㌧
《１７．８％》 運輸部門

（自動車、船舶等）

２億４，９２１万㌧
《１９．１％》

日本の各部門におけるＣＯ２排出量

ＣＯ２総排出量
１３億０，５００万㌧
（２００７年度

速報値）

※ 電気事業者の発電の伴う排出量、熱供給事業者の熱発生に伴う排出量はそれぞれの消費量に応じて最終需要部門に配分
※ 温室効果ガスインベントリオフィス「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」及び環境省「温室効果ガス排出量」より国土交通省政策統括官付作成

運輸部門におけるＣＯ２排出量

内訳

家庭部門
１億７，９８６万㌧
《１３．８％》
エネルギー転換部門
７，９８４万㌧
《６．１％》
工業プロセス部門
５，４９１万㌧
《４．２％》
廃棄物部門
３，２７５万㌧
《２．５％》

自家用乗用車
１億２，０３７万㌧
《４８．３％》

自家用貨物車
４，３５９万㌧
《１７．５％》

営業用貨物車
４，４８１万㌧
《１８．０％》

バス
４５６万㌧ 《１．８％》
タクシー
４３３万㌧ 《１．７％》
内航海運
１，２４４万㌧ 《５．０％》
航空
１，０８７万㌧ 《４．４％》
鉄道
８２４万㌧ 《３．３％》

○ 自動車全体で
運輸部門の８７．３％
（日本全体の１６．７％）

○ 貨物自動車は
運輸部門の３５．５％
（日本全体の６．８％）

日本全体のＣＯ２排出量
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■ ２００１年以降、運輸部門からの排出量は減少傾向。

■ 貨物自動車は１９９６年をピークに減少し、２００７年は８，８４０万トン（基準となる１９９０年比で６．５％削減）。
トラックの大型化や自営転換等の取組が効果をあげている。

０

３

２

１

１９９６ ２００１ ２０１０１９９０

二
酸
化
炭
素
排
出
量
（
億
㌧
‐
Ｃ
Ｏ
２
）

（西暦）

【最大値】
１億５００万

《乗用車の燃費の改善》
○ トップランナー基準による燃費改善
○ 自動車グリーン税制
（低公害車登録台数は約１４４０万台（０６年））

《乗用車の燃費の改善》
○ トップランナー基準による燃費改善
○ 自動車グリーン税制
（低公害車登録台数は約１４４０万台（０６年））

《トラック輸送の効率化》
○ トラックの大型化や自営転換の進展
（総重量２４～２５㌧車両の保有台数
８万台（０２年度）→１５万台（０７年度） ）

（トラック全体中、営業用トラックの輸送割合
７７．２％（９７年度）→８７．２％（０６年度） ）

《トラック輸送の効率化》
○ トラックの大型化や自営転換の進展
（総重量２４～２５㌧車両の保有台数
８万台（０２年度）→１５万台（０７年度） ）

（トラック全体中、営業用トラックの輸送割合
７７．２％（９７年度）→８７．２％（０６年度） ）

※ 「その他」 ： バス、タクシー、鉄道、船舶、航空
※ 温室効果ガスインベントリオフィス「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」及び環境省「温室効果ガス排出量速報値」より国土交通省 政策統括官付作成

２００７

９，５００万

【最大値】
２億６，８００万

２億１，７００万

２億４，９００万
（速報値）

２億５，０００万
（旧目標値）

８，８４０万

１０．８％増

２３．３％増

最大値から１５．６％減最大値から１５．６％減

７．１％減

貨物
自動車

自家用
乗用車

その他

運輸部門全体：運輸部門全体：
１９９０年比１９９０年比 １１４４．．６６％増％増

貨物自動車：貨物自動車：
１９９０年比１９９０年比 ６６．．９９％減％減

２億４，０００万
～４，３００万
（新目標値）

２００８年
３月２８日
改訂

運輸部門のＣＯ２排出量

（速報値）
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■先進国を中心に、リスク管理の考え方に基づいた複層的な対策が講じられているところ。

各国における物流セキュリティの取組

■特に米国は積極的な取組を展開しているが、一方では、過大なセキュリティ対策により、円滑な物流を阻害
しているとの指摘もあり、各国の取組を注視する必要がある。

優良な貨物管理体制

関係当局 事業者

ＡＥＯ制度

貨物管理が優良な企業をAEOとして認定、税関手続で優遇

Ｘ線検査、放射性物質検知装置により検査

Ａ国 Ｂ国

輸出前の非破壊検査機器を使用した貨物検査

税関当局間の連携

貨物情報 税 関

100％スキャニング法
2012年～全輸入貨物に対し義務化
現在、ﾊﾟｲﾛｯﾄ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施中。米国

事前貨物情報の提出義務づけ

到着前に貨物情報を入手、高リスク貨物の選定に活用

米国 日本 E U

24 時間ルール

船積24時間前
2003年5月～

事前報告制度

2007年2月～
入港24時間前

2009年7月～
船積24時間前

（実施予定）

米国 日本 E U

Ｃ－ＴＰＡＴ

輸入のみ対象

2002年4月～
AEO制度
2006年3月～
関税法で規定

2008年1月～
域内全体対象

AEO制度

貨物到着前に提出

米国

輸入国の検査官が輸出国に常駐し、
当該国と協力して検査

ＣＳＩ

2002年1月～
33ヵ国 57港で実施（’07年末現在）

各国における物流セキュリティの取組


